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Ⅰ 学校法人悠久崇徳学園 事業報告の概要 

 

１．改正私立学校法に基づく理事会・評議員会の運営 

 令和 5 年 5 月に私立学校法が改正されたことに伴い、令和 6 年度第 2 回理事会（2024 年

9 月 27 日開催）において、悠久崇徳学園・寄附行為の改正を行った。改正された寄附行為

においては、理事と評議員の併任は認められず、理事の職務が規定されるとともに、理事は

評議員会で選任・解任されること、理事の中から、理事長、副理事長、常務理事を選定する

こと、理事会での決議事項（①寄附行為の変更、②予算及び事業計画、③基本財産の処分、

など）、などが定められている。一方、評議員の職務が規定されるとともに、評議員は評議

員会で選任し、その人数は理事の数よりも多くなければならない、理事会での予算及び事業

計画などの審議事項はあらかじめ評議員会の意見を聞かなければならない事などが規定さ

れている。 

この様な寄附行為の改訂に伴い、それに基づいた理事会・評議員会の運営を行うために、

令和 7 年度第 1 回理事会（令和 7 年 5 月 21 日開催）および令和 7 年第 1 回評議員会（同日

別時刻開催）において、「評議員選任・解任委員会」委員の選出、および同委員会への評議

員候補者推薦を行った。更に、新評議員による令和 7 年度定時評議員会（令和 7 年 6 月 30

日開催）において、新理事・監事・会計監査人の選任を行った。また、新理事による令和 7

年度第 2 回理事会（同日別時刻開催）において、新理事長・副理事長・常務理事を選出した。 

以上により、改正私立学校法に基づいた理事会・評議員会の体制が整い、それ以降、改正私

立学校法に基づいた理事会・評議員会の運営を行っている。 

令和 7 年 6 月 30 日以前の理事・評議員及びそれ以後の改正私立学校法に基づく理事会及

び評議員会の理事及び評議員の名簿については、後述の「Ⅱ法人の概要」の「４．役員の概

要」及び「５．評議員の概要」に示している。 

 

  



２．経営改善計画の推進状況 

文部科学省から経営指導法人の指定をうけ、令和 6 年 9 月 30 日に「学校法人悠久崇徳学

園 経営改善計画 令和 6 年度～令和 10 年度（5 ヵ年）」を提出している。現在これに基づ

き経営改善に取り組んでいるところである。 

(1)学生確保状況：令和 7 年度に行った選抜試験の結果によれば、表 1 に示すように、外

国人留学生 2 名、社会人 1 名、3 年次編入 1 名を含む合計 56 名の学生を確保したが、計画

の 72 名には届いていない。このことは、受験者確保のため、教職員一体となり、前年度以

上に広報、学校訪問（県外も含む）を強化したが、この様なこれまでの努力のみでは限界が

あることを示している。 

 

表１ 選抜試験受験者および入学者の推移 

年度 年内入試 年明け入試 合計 

受験者 入学者 受験者 入学者 受験者 入学者 

2026 50 42 55 14 105 56 

2025 51 46 60 13 111 59 

2024 33 33 50 13 83 46 

2023 37 34 74 10 111 44 

2022 48 46 102 30 150 76 

2021 46 46 115 28 161 74 

2020 42 40 49 18 91 58 

2019 34 30 60 13 94 43 

 

この状況を乗り越えるため、「経営改善計画」の中で経営改善を中心となって進めるため

に設置している「経営再建委員会」の中に、72 名以上の学生確保を実現するための「学生

確保 WG」」を設置した。学生確保 WG においては、これまで必ずしも明確でなかった、72

名以上の学生確保を実現する広報、学校訪問などの学生募集活動の戦略を明確にした上で、

活動に取り組むことにした。具体的には、表 2 に示すように、普通高校、専門高校、通信制

高校など、学校種別のこれまでの学生確保状況を明確にし、学校種別に何名の学生の積み増

しを目指すかの KPI を設定し、その実現を目指すこととした。さらに、表 3 に示すように、

その実現に向けて、受験者の増加のための、募集活動の各段階での、取り組みを明確化した

戦略を検討した。令和 8 年度においては、この KPI の実現のための戦略に基づいた募集活

動を行うことにしている。 

 

 

 

 



表２ 教育課程、学科等別の入学者の年度推移と 

定員８０名確保のための積み増し目標数（KPI） 

 

 

表３ 定員８０名確保に向けた入試広報戦略（概略） 

 

 

（2）財務改善状況：財務状況の改善に繋がるように、令和 7 年度において、①私立大学

等経常費補助金の収納、②外部資金の獲得、③施設設備計画の見直しによる支出削減、④人

件費の削減、⑤研究費等の適正な支出管理、⑥備品の共同購入、共用、などに取り組んだが、

表４に開学以来の財務状況の推移を示すように、学生生徒等納付金が十分確保できていな

いこともあり、安定経営に繋がる財務状況に至っていない。 

 



表４ 開学以来の財務状況の推移 

 

このような財務状況の改善には、学生確保が欠かせないが、それ以外の財務状況改善のた

めの戦略、KPI、アクションプランを検討・実施するため、財務改善 WG を経営再建委員会

の中に設置した。この財務改善 WG では、表５に示すように、①財務上の効率化、②寄附

金獲得、③競争的外部資金獲得の３つの戦略とそれぞれの獲得目標金額を示す KPI、さらに

アクションプランについて検討し、KPI 実現に向けた活動を行うことにしている。 

 

表５ 2026 年度 財務改善に向けた戦略、KPI、アクションプラン、具体的行動、担当者 

戦略 KPI アクションプラン 方策 具体的目標（担当） 

（1）財務

上の効率

化 

1000

万円 

①共同購入 ・具体的な共同購入の品目等

を上げ、可能な限り共同購入な

どで、購入コストの低減を実現

する。 

・2026 年度の早い時期にワークフロ

ーシステム導入による決済などのペ

ーパーレス化（内藤、石坂） 

・運営会議、教授会で Classroom の

活用を義務付け、授業資料印刷の抑

制をすすめる。（石坂、内藤、武藤） 

・教員個人別のコピー枚数のリスト

化（内藤） 

②学生への経済的

支援等の見直し・

適正化 

・経済支援を半額にすること

は決まったが、学生への具体的

周知を適時に行う。 

・更に不要な経済的支援を中

止する方策の検討（シュミレー

ションを含め） 

・支援廃止による直接的経費削減に

加え、支援廃止に伴う事務作業の大

幅な工数軽減状況のシミュレーショ

ンを行い、経費削減効果を見える化

する。（内藤、石坂） 

③教員研究費等の

適正化 

・年度ごとの研究費使用状況

（使途等の見える化） 

・研究費使用状況と研究成果

の見える化 

・研究成果につながる研究費

の在り方の検討（この議論の際

・個人研究費の教員別使途のリスト

化（内藤） 

・研究費を一律減額し、上限 30 万円

まで、業績に応じで、積み増す制度を

検討する。（武藤・内藤） 



には教員にも加わってもらう） 

④AI 活用による業

務効率化 

・各課、係における AI 活用事

例の見える化 

・優秀活用事例に対する表彰

（賞金） 

・GWS の活用を推進（無料版でも、

内部データは秘守される）（事務局全

員） 

・AI 活用ガイドラインの制定、情報

セキュリティガイドラインの制定

（内藤・石坂・武藤） 

⑤業務見直しによ

る効率化 

・業務見直し・改善事例の見え

る化（いわば会社における改善

活動） 

・表彰制度も考える。 

・①と同様 

⑥クロスアポイン

ト制度の活用 

・教授定年退職に伴う教員補

充の際に、できるだけ事例を作

れるよう仕掛ける。（教員人事

委員会などで、検討してもら

う。） 

・教員人事計画の際に考慮に入れる。

（新原、武藤） 

（2）寄附

金獲得 

3,000

万円 

①ホームページで

の寄附受付システ

ムの整備 

・とりあえず、現ホームページ

に寄附受付のページを作れな

いか。 

・次年度に準備している新ホ

ームページには、寄附受付のペ

ージを設ける。 

・現ホームページに対する対応を進

める。（武藤） 

・来年度に向けて進めているホーム

ページへの組み込みについても準備

していく。（武藤） 

②寄付を依頼する

企業等のリスト作

成・寄附依頼の趣

意書の作成 

・5 月初旬までには具体的リス

トを作成 

・寄附依頼書（趣意書）の作成

（例えば、学生支援、教育 DX

推進、災害看護の啓蒙・実践、

認知症看護の啓蒙活動、など） 

・リストの作成（泉田） 

・趣意書等の準備（泉田） 

③寄付をお願いす

る営業活動計画・

実施 

・リストを作成と同時に、寄付

依頼活動計画を作成、具体的に

活動を開始する。 

・リストの作成（泉田） 

・趣意書等の準備（泉田）具体的活動

計画作成と、実施（泉田、新原。武藤） 

④CF の可能性の

検討 

・寄付を集めれる CF のテーマ

の検討（テーマは、教育、研究、

学生の活動など、あらゆる対象

について検討する。） 

・例：本当は大学に行きたい

が、経済的観点から学費の安い

専門学校を選ばざるを得ない

学生を支援、など 

・CF の具体的テーマと開始のための

準備（泉田、武藤） 

⑤10 周年記念募金 ・10 周年記念事業の一環とし

て募金を行い、寄付者には、記

念誌を贈呈、などの企画を推進

する。 

・10 周年記念募金の企画立案、ロー

ドマップ作成（部課長会議） 

（3）競争

的外部資

金獲得 

500 万

円 

①募集中の競争的

外部資金のリスト

作成 

・研究委員会の活動として行

ってもらう。 

・委員会との連携（内藤） 

②採択率向上に向

けた応募申請書作

成の組織的な支援

体制構築 

・研究委員会の活動として行

ってもらう。 

・委員会との連携（内藤） 

③科研費応募・採

択状況のホームペ

ージ公開 

・研究委員会の活動として行

ってもらう。 

・委員会との連携（内藤） 

④外部組織との共 ・具体的事例を示す。（現在、東 ・年内にいくつかの共同研究プロジ



同研究プロジェク

ト 

京電力と災害看護に関するテ

ーマで打ち合わせを進めてい

る。） 

・上記以外にも新たに、医療看

護関係企業や病院等との共同

研究プロジェクトを立ち上げ

る。 

ェクトを立ち上げる。（新原、武藤） 

⑤寄附講座 ・④のプロジェクトを同時に

寄附講座としても推進してい

く。 

・新たに、医療看護分野の企業

や病院と連携した教育・研究連

携を模索し、寄附講座としての

実現を目指す。 

・寄附講座の規程の制定を行う。（武

藤） 

・共同研究やその他の外部との共同

プロジェクトについて、寄附講座設

置の可能性について検討していく。

（新原、武藤、内山、教育センター） 

 

（3）経営判断検討：「経営改善計画」の中では、経営改善計画の進捗状況により、経営判

断に関する検討を行うことになっている。検討の資料として、令和 6 年度～令和８年度に

ついては、上記の学生確保状況と財務状況の実績に基づき、令和 9 年度と令和 10 年度につ

いては、55 名が入学した場合及び 72 名が入学とした場合の２つのケースについて、経営改

善計画期間の令和 6 年度～令和 10 年度における学生数の推移と経常収支差額の推移を、そ

れぞれ図１及び図 2 に示す。これらの図から分かるように、これまでのように 55 名程度し

か入学者を確保できない場合には、経常収支差額は、令和 9 年度、令和 10 年度とも赤字で

あり、72 名を確保できても、令和 9 年は赤字、令和 10 年度にようやく黒字という状況であ

る。 

 

図１ 学生数及び経常収支差額（計画と実績見込み）：令和 9 年度以降 55 名入学の場合 

 



 

図２ 学生数及び経常収支差額（計画と実績見込み）：令和 9 年度以降 72 名入学の場合 

 

 

今後、このような状況をどのように判断するかという検討を行うための資料として、表６

に経営上のリスクと要因、対応のための検討事項を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表６ 経営上のリスクと要因、対応のための検討事項 

リスクの程度 要因 対応のための検討事項 

（リスク） 

経常収支差額はプラ

スとなっているが、差

額が極めて小さい。

（何とかプラスにし

ている状況） 

①定員を充足しておらず、

授業料収入が十分でない。 

②補助金、競争的外部資金、

寄附金等の獲得が十分でな

い。 

①定員充足率が 0.9 を超えるため

の戦略的取組による学生確保。 

②補助金、競争的外部資金、寄付

金獲得のための PT の設置 

（大きなリスク） 

経常収支差額はプラ

スとなっているが、キ

ャッシュ残額が縮小

してきている。 

①定員充足率が 0.7 を切り、

授業料収入が不足してい

る。 

②不足分を寄附金で補おう

としているが、十分カバー

できる状況にない。 

①定員充足率が 0.9 を超えるため

の戦略的取組による学生確保。 

②寄付金を含めたあらゆる財務改

善方策の戦略的取組 

③設置者変更（移管、合併、公立

化）や募集停止などに向けた検討、

シミュレーションを開始するかど

うか。 

（重大なリスク） 

経常収支差額がプラ

スに届かない状態が

続き、キャッシュが不

足している。 

①定員充足率が 0.6 を切り、

授業料収入が大幅に不足し

ている。 

②不足分を寄附金で補おう

としているが、それだけで

はカバーしきれない状況。 

①定員充足のための戦略的取組に

よる学生確保は可能か。 

②経常収支改善のために、さらな

る寄附金の獲得は可能か。そのた

めの戦略的取組を行っているか。 

③設置者変更（移管、合併、公立

化）や募集停止などを含めた経営

判断とそれに基づく準備 

 

（4）経営改善計画の進捗状況に対する指導事項：令和 8 年 3 月 23 日付で、文部科学省

から、本学の経営改善計画の進捗状況に対する指導事項として、「資金ショートリスクを回

避するため、計画通り学生が確保できなかった場合を想定した別の資金調達の手立てや支

出削減策、設置校の廃止に係る具体的な判断基準等を明記したリスクシナリオを策定する

こと。」との通知があった。今後、経営判断検討委員会での議論ならびに私学事業団の経営

相談などを通して、リスクシナリオの策定を行う予定にしている。 

 

  



３．第 2 期中期目標・計画における令和 7 年度年度計画 

 令和 7 年 7 月 17 日の自己点検・評価委員会で、第 2 期中期目標・中期計画（令和 7 年度

から令和 12 年度）を策定することが決まり、策定された第 2 期中期目標・中期計画および

評価指標は令和 7 年 8 月 29 日の大学運営会議、令和 7 年 9 月 26 日第 3 回理事会で審議・

承認された。更に、令和 7 年度の年度計画についても作成し、それに基づき教育研究活動が

行われた。令和 7 年度の活動実績については、長岡崇徳大学における内部質保証に関する

基本方針に基づき、活動実績の自己点検・評価、さらに改善の PDCA サイクルを回すこと

にしている。第２期中期目標・中期計画については、令和７年度第３回理事会において審議・

承認いただいているので、ここでは事例として、教育に関する中期計画、評価指標と令和７

年度年度計画の一部を抜粋して表７に示す。 

 

 

 

  



     表７ 中期目標・中期計画・年度計画（２教育に関する一部を抜粋） 

中期目標 中期計画 年度計画（令和 7 年度） 

2. 教育 

【3】これからの保

健・医療・福祉サー

ビスに必要とされ

る資質・能力を意

識し、今日的なコ

ンピテンシー基盤

型教育を実現する

ことで、当該分野

を先導し、中核と

なって活躍できる

看護専門職人材を

養成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の項目は省略 

 

Ⅰ 教育研究の質

の向上に関する事

項 

1. 社会との共創 

3. 研究 

4. 国際化 

 

Ⅱ 業務運営の改

善及び効率化に関

する事項 

Ⅲ 財務内容の改

善に関する事項 

Ⅳ 教育及び研究

並びに組織及び運

営の状況について

自ら行う点検及び

評価並びに当該状

況に関わる情報の

提供に関する事項 

Ⅴ その他業務運

営に関する重要事

項  

2．教育に関する目標を達成するための措置 

【3-1】教育課程、教育方針に関する計画 

看護学教育モデル・コア・カリキュラム改訂版をふま

え、令和 8 年度入学生より新カリキュラムを試行する。

コンピテンシー基盤型教育の実現のために、幅広い教

養を涵養することを基本とし、看護専門職としての豊

かな人間性と高い倫理観とプロフェッショナリズムに

配慮した教育内容を充実する。また、市民として地域の

特性や地域住民の暮らしについて早期に体験的に学ぶ

教育を充実する。 

【3-2】教育の成果・効果、成績評価関して恒常的に教

育改革の達成度の検証および改善に関する計画 

教育課程全体の成績評価基準に基づき、全科目のシラ

バスでは到達目標、成績評価方法、成績評価基準を示

し、学生の主体的な学修につなげると共に、公平かつ厳

格な評価を実施する。入学時・各学年後期、卒業時に社

会人基礎力調査およびディプロマ・ポリシー達成度評

価を行い、恒常的に教育改革の達成度の検証・評価を行

う。 

【3-3】教育環境の整備に計画 （省略） 

【3-4】教育の質の改善のためのシステムに関する計画

（省略） 

【3-5】学生の自律的・協働的な学修・研究・交流を支

えるラーニングコモンズライブラリーとして、教育・研

究・国際連携の基盤となる知的環境を構築するための

計画（省略） 

[評価指標] 

【3-1-1】 

・令和 8 年度入学生新カリキュラムに対応したシラバ

ス作成 

・ディプロマ・ポリシーの卒業時および各学年におけ

る到達目標を系統的・体系的に明確にするためにカリ

キュラムマップ、カリキュラムツリー、到達目標の学年

ルーブリックを作成し周知 

・各学年の前期・後期にディプロマ・ポリシー達成度評

価実施。後期の達成度 70％以上 

・入学から卒業後に至る連続線上で看護師として必要

な資質・能力を導く構造の具体化と臨床へ連続する評

価体制を構築するために検討会実施 

・令和 9 年度活用に向けて、学修成果・教育成果のア

ウトカム評価とその可視化に向けて方法、卒業後の評

価体制を構築。検討会実施 

 

【3-2-1】 

・社会人基礎力調査およびディプロマ・ポリシーに基

づ く コ ン ピ テ ン シ ー 調 査 回 答 者 数  100 ％                           

前年度との比較を行い、課題を抽出 

・領域臨地実習でルーブリックを用いた客観的指標の

検討を行い、令和 9 年度より全領域実習で導入。 

（以下省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【3-1-1】 

・11 月までにシラバス作成要項を作

成。重点項目を挙げ記載内容を周知

し、記載内容のピアラーニングを行

い徹底する。記載漏れ「10％未満」を

目指す。 

・カリキュラムマップ、カリキュラム

ツリー作成し周知する。 

・検討会実施、全体説明会を各１回開

催。 

・各学年の前期・後期にディプロマ・

ポリシー達成度評価実施。後期の達

成度 71％以上 

・教育成果のアウトカムを何にする

か～マイルスストーン設定あるいは

ブループリントの活用 

【3-2-1】 

・社会人基礎力調査およびディプロ・

ポリシーに基づくコンピテンシー調

査回答者数 100％  分析・課題抽

出 

 

 



４．認証評価への取組 

 令和７年４月１日提出の長岡崇徳大学・自己点検評価報告書に対し、令和７年９月 15、

16 日の大学基準協会の評価委員会・現地調査において、３つの改善課題、3 つの是正勧告

の指摘を受けた。これらの指摘事項は早急に対応すべきとの立場から、それぞれ、表８のよ

うに対応を進めている。 

なお、認証評価の最終案が 1 月 21 日に通知され、修正の必要がないことの確認の後、令

和 8 年 3 月 27 日に正式の認証評価結果の通知を受け、「大学基準に適合している」との認

定をもらった。 

前述の指摘事項に対する対応状況については、３年以内に大学基準協会・評価委員会に報

告することが求められている。対応が完了次第、速やかに報告する予定にしている。表８に

指摘事項に対する対応状況を示す。 

 

表８ 大学評価（認証評価）結果における指摘事項に対する対応状況 

指摘事項          対応状況 

改善課題１ 教育課程の編成・実施方針につい

て、看護学部では、教育課程の実施

に関する基本的な考え方を具体的

に示していないため、改善が求め

られる（基準４教育・学習）。 

改善提言を受けて、教務委員会において、教育課程の編成方針

（カリキュラム・ポリシー）の改善について審議・検討し、教

育課程編成の基本的考え方がどのディプロマ・ポリシーに当た

るかを明示するとともに、実施に関する基本的考え方を明示し

た、改訂版カリキュラム・ポリシーを作成しました。改訂版は

2025 年 9 月 24 日開催の教授会で審議の上、承認されました。

この改訂版については、ホームページに掲載しています。また、

今後「大学案内」や「募集要項」等の印刷物の更新の際に順次

差し替えを行う予定にしています。（参考資料：教務委員会議事

録、教授会議事録） 

改善課題２ アセスメント・ポリシーが十分に

明確なものでなく、学習成果の把

握及び評価が適切に実施できてい

ない。そのため、同ポリシーを見直

すとともに、「ＤＰ評価表」の検討

など、学位授与方針に即して学習

成果を適切に把握及び評価する方

法を導入し、またデータの分析、蓄

積といったＩＲ機能を確立、運用

させながら、教育の改善・向上につ

なげていくよう改善が求められる

（基準４教育・学習）。 

改善提言を受けて、2026 年 2 月 12 日開催の自己点検・評価委

員会でアセスメント・ポリシーの見直しを開始し、学習成果評

価に関する方針を明確にするとともに、評価項目、実施担当委

員会等、評価方法等を大学レベル、教育課程レベル、授業レベ

ルで明確にし、DP で求められる資質・能力の達成度の評価方

法についても明らかにした改訂版を検討・作成し、2026 年 6 月

開催の教務委員会で改訂版が審議され、承認されました。この

改訂版は、7 月 8 日開催の教授会で審議され、承認されました。

現在、改訂版は本学のアセスメント・ポリシーとしてホームペ

ージに掲載されています。 

改善課題３ 教授会について、学則及び「長岡崇

徳大学ガバナンス・コード」におい

ては、学校教育法の趣旨に即した

権限と役割を明示しているもの

の、実態としては教授会が審議・決

定する運用となっており、学則及

び「長岡崇徳大学ガバナンス・コー

ド」に沿った大学運営を適切に行

っているとはいいがたい。そのた

め、権限と役割を再度明確にし、運

用していくよう改善が求められる

（基準 10 大学運営・財務（１）大

改善提言を受けて、これまで学則、長岡崇徳大学ガバナンス・

コードに沿った大学運営を行っていない部分を点検し、洗いだ

し、学則、長岡崇徳大学ガバナンス・コードに沿った大学運営

を行うように改善しました。具体的には、 

（1）大学の教学に関する審議のみならず、管理・運営に関する

審議が教授会で行われてきていましたが、2025 年 11 月 5 日開

催の大学運営会議において、学則、ガバナンス・コードに沿っ

た大学の管理・運営に関する事項を審議する機関として運用す

ることについて確認し、それ以降、それに沿った月 1 回の定例

の大学運営会議を開催しています。（参考資料：大学運営会議議

事録） 

（2）これを受けて、教授会では、教学に関する事項を審議し、



学運営）。 大学管理・運営に関する事項の審議は行っていません。（参考資

料：教授会議事録） 

（3）これまで大学運営会議で行っていた、教授会前の各委員会

からの議題と議事内容の調整・意見交換は、それを行う新たな

委員会協議会を設け、その協議会が行うことを、2025 年 11 月

5 日開催の大学運営会議で審議、決定し、以後これに基づき、

教授会の議題と議事内容の事前調整・意見交換を本協議会で行

っています。（参考資料：委員会協議会議事録） 

是正勧告１ 内部質保証に関する方針と規程等

の間に整合性がなく、また、これら

に基づかない運用がなされるな

ど、内部質保証システムを十分整

備し、機能させているとは判断で

きない。そのため、学長ほか学内諸

組織の権限等の見直し、規程等の

改正を総合的に行ったうえで、内

部質保証のあり方を再整備する抜

本的な是正が必要である。そして

それによって、システムとして内

部質保証活動を実質化させるよう

取り組まれたい（基準２内部質保

証）。 

是正勧告を受けて、2025 年 9 月 30 日開催の自己点検・評価委

員会において、学内規定等と整合した内部質保証に関する方針

について審議を開始しました。2025 年 10 月 17 日開催の自己

点検・評価委員会において、その最終案がまとまり、了承され

ました。それと同時に、この内部質保証に関する方針を分かり

やすく表現した内部質保証システム体系図も作成され了承さ

れました。これを受けて、2025 年 11 月 5 日開催の教授会で審

議・承認されました。この内部質保証に関する方針と内部質保

証システム体系図はホームページに掲載されています。 

現在、第二期中期目標・計画及び年度計画の実施状況について、

内部質保証推進室の指示の下、自己点検・評価委員会が担当組

織に対し点検評価の実施を指示し、改善につなげる活動を進め

ています。（参考資料：自己点検・評価委員会議事録） 

是正勧告２ 看護学部では、過去５年間の入学

定員に対する入学者数比率の平均

が 0.75、収容定員に対する在籍学

生数比率が 0.73 と低い。これに対

して、全学組織「広報 80 プロジェ

クト」を結成し、経済的支援の新

設、オープンキャンパスの充実、高

等学校訪問や情報発信の強化等の

改善施策を実施している。引き続

き改善に向けた施策を講じ、状況

を是正されたい（基準５学生の受

け入れ）。 

文部科学省の指導のもと作成した「学校法人悠久崇徳学園 経

営改善計画 令和 6 年度～10 年度（５ヵ年）」の中で設置され

た経営再建委員会の中に、令和７年度より学生確保 WG および

財政改善 WG を立ち上げ、戦略的に学生確保、および財務状況

改善に取り組んでいるところです。令和８年度の入学生は５６

名と経営改善計画で目指す定員の９割（７２名）に届かなかっ

たが、下記のような戦略的な取り組みにより学生確保の実現を

目指しています。 

 進路ガイダンス、高校訪問、SNS 発信、HP 発信などを通し、

OC への参加者並びに受験生の増加を実現するための戦略を明

確にして、それに基づく学生確保を目指した活動に、教職員一

体となり取り組んでいます。これまでにない新たな戦略とし

て、普通高校からの受験に加え、農業。商業、工業などの専門

高校、更に通信制高校からの学生確保の KPI を設定し、７２名

への不足分の１７名、定員までの不足分の２５名を積み上げ、

確保するための活動を継続しているところです。 

是正勧告３ 事業活動収支差額比率は、開学以

来の収容定員未充足も影響して大

学部門でマイナスが継続している

ほか、法人全体としても一部の年

度を除いてマイナスとなってい

る。「要積立額に対する金融資産の

充足率」も十分な水準になく、かつ

低い状態が続いている。これらの

ことから、教育研究活動を安定し

て遂行する財政基盤が十分に確立

しているといえないため、明確な

経営改善・収支計画のもと抜本的

な改善に取り組まれたい（基準 10

大学運営・財務（２）財務）。 

開学当初より財務基盤は十分な状態ではなく、それに加え、学

生定員の十分な充足を実現できない状態が現在まで続いてい

ます。教育研究活動の裏付けとなる十分な財政基盤の確立のた

めには、第一に是正勧告２で指摘されている学生定員充足の実

現と認識しており、その努力を積み重ねているところです。そ

れに加え、文部科学省の指導のもと取り組んでいる「経営改善

計画 令和 6 年度～令和 10 年度（5 ヵ年）」において設置した

経営再建委員会に財務改善 WG を立ち上げ、戦略的な財務改善

に向けた取組を進めています。その取り組みでは、2026 年度の

財務改善に向けた戦略、KPI、アクションプラン、担当責任者

等を明確にした表を作成し、KPI の実現に向けて、2 から 4 週

間に一度 WG を開催し、進捗状況の確認・評価と戦略・アクシ

ョンプラン等の改善に取り組んでいます。 

 



Ⅱ 法人の概要 

 

１．法人の沿革 

平成 ４年４月 長岡福祉専門学院 開校 

平成 ７年４月 長岡福祉専門学院を長岡看護福祉専門学校と校名変更 

看護学科新設 

平成 ９年２月 レクリエーション・インストラクター養成課程認定 

平成１１年２月 福祉レクリエーション・ワーカー養成課程認定 

平成１７年４月 長岡看護福祉専門学校の設置者を学校法人崇徳医療福祉学園

に変更 

平成２０年４月 上越看護専門学校 開校 

平成２２年４月 法人名を学校法人 悠久崇徳学園と改称 

平成２６年７月 悠久崇徳学園から学校法人長岡総合学園分離認可 施行 

平成３０年８月 長岡崇徳大学 設置認可 

平成３１年４月 長岡崇徳大学 開学 

令和 ２年４月 長岡看護福祉専門学校介護福祉学科留学生受入（４名） 

令和 ３年３月 長岡看護福祉専門学校看護学科閉科 

令和 ３年４月 長岡崇徳福祉専門学校に校名変更（看護学科閉科に伴い） 

令和 ４年４月 長岡崇徳福祉専門学校を長岡福祉協会に移管 

令和 ５年３月 長岡崇徳大学 「寄付行為（変更）認可後の財政状況及び施設 

等整備状況調査の結果」調査終了（ＡＣ期間終了） 

令和 ５年３月 長岡崇徳大学第一回学位授与式挙行（卒業生３８名） 

令和 ６年３月 私立大学経常費補助金の交付申請大学となる。（令和５年度よ

り交付可） 

長岡崇徳大学第二回学位授与式挙行（卒業生 50 名） 

令和 6 年 4 月 長岡崇徳大学教育センター設置 

令和 7 年 3 月 長岡崇徳大学第三回学位記授与式（卒業生 66 名） 

令和 8 年 3 月 長岡崇徳大学第四回学位記授与式（卒業生 65 名） 

 

２．設置する大学・学部・学科 

 

 

学校名 学部・学科名 修業年限 入学定員 収容定員 

長岡崇徳大学 看護学部 看護学科 4 年 80 名 320 名 



３．学部・学科の学生数の状況（令和 8 年 3 月 18 日現在） 

 

  長岡崇徳大学 

定員 学生数 充足率 

1 年生 80 57 71.3% 

2 年生 80 42 52.5% 

3 年生 80 42 52.5% 

4 年生 80 73 91.3% 

計 320 214 66.9% 

 

４．役員の概要 

（1）令和 7 年 6 月 30 日まで（定員数 理事 8 名以上 9 名以内 監事 2 名） 

（任期：令和 6 年 5 月 30 日から令和７年 6 月 30 日） 

※但し、改正私学法により任期の短縮あり 

 

（2）寄付行為改訂後の令和 7 年 6 月 30 日から 

（定員数 理事９名以上１１名以内、監事 2 名） 

（任期：令和 7 年 6 月 30 日から令和 9 年 6 月 30 日） 

役員の区分 氏 名 常勤・非常勤の別 摘 要 

理 事 長 田 宮   崇 非常勤 平成 22 年 4 月 1 日就任 

常務理事 内 山   聖 常 勤 令和 2 年 5 月 30 日就任 

理  事 新 原 晧 一 常 勤（学 長） 令和６年 5 月 30 日就任 

理  事 巻 渕 隆 夫 非常勤（学校長） 平成 30 年 5 月 30 日就任 

理  事 小  坂   拡 非常勤 平成 29 年 10 月 11 日就任 

理  事 田 宮 由紀子 常 勤 平成 29 年 7 月 25 日就任 

理  事 的 場 巳知子 非常勤 平成 30 年 5 月 30 日就任 

理  事 廣 川   敢 非常勤 平成 23 年 9 月 22 日就任 

理  事 小 見   誠 常 勤（事務局長） 令和 4 年 5 月 30 日就任 

監  事 河 上 恭 雄 非常勤 平成 30 年 5 月 30 日就任 

監  事 五十嵐 芳 人 非常勤 令和元 年 9 月 1 日就任 

役員の区分 氏 名 常勤・非常勤の別 摘 要 

理 事 長 田 宮   崇 非常勤 平成 22 年 4 月 1 日就任 

副理事長 内 山   聖 常 勤 令和 2 年 5 月 30 日就任 

常務理事 新 原 晧 一 常 勤（学 長） 令和６年 5 月 30 日就任 



   ＊令和 8 年 3 月 24 日開催の第 5 回理事会において、的場理事が副理事長に、内山副

理事長が理事となることが審議・承認された。 

５．評議員の概要 

（1）令和 7 年 6 月 30 日まで（定員数 評議員 17 名以上 19 名以内）  

（任期：令和 6 年 5 月 30 日から令和 7 年 6 月 30 日）  

理  事 小  坂   拡 非常勤 平成 29 年 10 月 11 日就任 

理  事 田 宮 由紀子 常 勤 平成 29 年 7 月 25 日就任 

理  事 的 場 巳知子 非常勤 平成 30 年 5 月 30 日就任 

理  事 廣 川   敢 非常勤 平成 23 年 9 月 22 日就任 

理  事 久 住 時 男 非常勤 令和 7 年 6 月 30 日就任 

理  事 武 藤 睦 治 常 勤（事務局長） 令和 7 年 6 月 30 日就任 

監  事 河 上 恭 雄 非常勤 平成 30 年 5 月 30 日就任 

監  事 五十嵐 芳 人 非常勤 令和元 年 9 月 1 日就任 

役員の区分 氏 名 当法人の役職 摘 要 

評議員 田  宮  崇 理事 平成 22 年 4 月 1 日就任 

評議員 新 原 晧 一  理事 令和６年 5 月 30 日就任 

評議員 巻 渕 隆 夫 理事 平成 23 年 5 月 23 日就任 

評議員 田 宮 由紀子 理事 平成 29 年 7 月 25 日就任 

評議員 廣  川  敢 理事 平成 23 年 9 月 22 日就任 

評議員 的 場 巳知子 理事 平成 26 年 7 月 1 日就任 

評議員 小  坂   拡 理事 平成 29 年 10 月 11 日就任 

評議員 内   山   聖 理事 平成 29 年 10 月 11 日就任 

評議員 森  啓  平成 28 年 5 月 30 日就任 

評議員 江 口 郁 子  令和元年 9 月 1 日就任 

評議員 田 中 憲 一  平成 22 年 4 月 1 日就任 

評議員 京 極 髙 宣  平成 30 年 8 月 20 日就任 

評議員 井 上   惠  平成 30 年 5 月 30 日就任 

評議員 中 村 悦 子  平成 30 年 8 月 20 日就任 

評議員 齋 藤   智  令和元年 9 月 1 日就任 

評議員 古 出 哲 彦  令和 4 年 3 月 26 日就任 

評議員 小  見  誠 理事（事務局長） 令和 2 年 5 月 30 日就任 

評議員 平 澤 則 子 看護学部長 令和 5 年 3 月 25 日就任 

評議員 木 村 伸 彦  令和 5 年 3 月 25 日就任 



（2）寄付行為改訂後の令和 7 年 6 月 30 日から 

       （定員数１０名以上で理事の実数以上） 

       （任期：令和 7 年 6 月 30 日から令和 9 年 6 月 30 日まで） 

 

 

６．令和 7 年度教職員の状況 

 

 区 分 本 部 長岡崇徳大学 

教

員 

本務 ― ３２ 

兼務 ― ３６ 

職

員 

本務 １ １６ 

兼務 ４ ０ 

令和８年３月３１日 現在 

役員の区分 氏 名 当法人の役職 摘 要 

評議員 森  啓  平成 28 年 5 月 30 日就任 

評議員 江 口 郁 子  令和元年 9 月 1 日就任 

評議員 田 中 憲 一  平成 22 年 4 月 1 日就任 

評議員 京 極 髙 宣  平成 30 年 8 月 20 日就任 

評議員 井 上   惠  平成 30 年 5 月 30 日就任 

評議員 中 村 悦 子  平成 30 年 8 月 20 日就任 

評議員 齋 藤   智  令和元年 9 月 1 日就任 

評議員 古 出 哲 彦  令和 4 年 3 月 26 日就任 

評議員 小  見  誠 
 

令和 2 年 5 月 30 日就任 

評議員 平 澤 則 子 看護学部長 令和 5 年 3 月 25 日就任 

評議員 木 村 伸 彦  令和 5 年 3 月 25 日就任 

評議員 田 宮 尚 明  令和 7 年 6 月 30 日就任 

評議員 山 本 正 治  令和 7 年 6 月 30 日就任 


